
　近ごろ、企業の国際競争力の向上とリストラを
一揃いの組み合わせで議論する声が多い。しかし
事業のリストラは必要であるが、人のリストラは
最後の最後で取るべき手段である。なぜなら企業
の活力はそこで働く従業員の発明、アイデア、能力、
スキルといった英知の結晶とそれを実現するチ
ームワークによって生み出されるからだ。企業が
社会経済活動をなしえるのは従業員が企業の発
展のために協力して働き続けるからこそである。
日本で長期雇用はややもすれば国際競争力の阻
害要因になるといった議論になりがちだが、日本
を代表する企業の経営トップはあえて長期雇用
を守ることを宣言している。

　企業活力の源泉が従業員の仕事に対するプラ
イドやモチベーションにあり、それを支えるのが
雇用への安心感であることを、経営トップがわか
っているからであろう。企業はリストラよりも従
業員の価値を最大限に引き出す仕組みを考えた
方が得策である。

　ところで、国際競争力の向上と従業員の長期雇
用の両立はほんとうに難しいものだろうか。一般
に、リストラは企業業績を短期的に回復させるの
には有効であるとの見方もある。しかし、企業に
残された従業員のモチベーションやロイヤリテ
ィも喪失させることを忘れてはならない。リスト
ラは長期的には企業業績をマイナスに導く恐れ
もあるのだ。

　むしろ企業にとって大切なことは従業員との
コミュニケーションを深め、働く満足度やコミッ
トメントを高める意味での、エンプロイー・リレ
ーション（以下、ER）の充実に取り組むことである。

ＣＳＲと従業員価値

企業価値、従業員価値を高めるものは何か。

CSRを考える



　従業員の満足度を測る尺度に賃金などの労働
条件を挙げる意見もあるが、それだけではない。
従業員にとっては自らの仕事が正当に評価される、
あるいは自らのキャリアを高め、積み上げていく
仕組みがあることも重要な尺度の一つにちがい
ない。ERの取り組みは人事労務管理、福利厚生の
観点から大いに議論を尽くすべきであり労使が
一緒になって考えていくべきテーマである。

　他方で従業員の側も意識改革が求められてくる。
自らの仕事を正当に評価される仕組みは年功賃
金との決別を意味するからだ。長期雇用も自らが
仕事で成果を創出し企業の付加価値を高める前
提の下での長期雇用であることを自覚しなけれ
ばならない。働く満足度を高めるERの取り組みは
企業から一方的に与えられるものではない。従業
員自らがERの取り組みを通じて働く満足度を高
める努力を重ねていく必要がある。その結果、企
業と従業員は相互にコミットメントを深めてい
くにちがいない。

　これからの企業と従業員は雇用関係という相
互の信頼を基盤としながら働き方と成果の結び
つきを強める、あるいは組織のニーズと個人のキ
ャリアの折り合いをつけるといった新しい関係
を構築する時代に入ってきた。

　ERの取り組みは従業員価値や企業価値を引き
上げるだけでなく国際競争力の向上や国際マー
ケットにおける投資価値も高めるものといえよう。
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